
様式第３号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

　文京区長殿
　　　　　　　　　　
住　　　所
応　募　者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代　表　者

　　　　　　　　　　　　　
参　加　申　込　書

　湯島総合センター管理・運営計画策定支援業務委託プロポーザル募集要項に基づき、必要書類を添えて、参加を申し込みます。
なお、下記の記載事項及び提出書類の記載内容は事実と相違ないことを誓約いたします。

記

[bookmark: _Hlk187749043]１　件　名　　
湯島総合センター管理・運営計画策定支援業務委託

２　参加資格
　　該当する場合は、□にチェックすること。
□（１）対象業務における文京区での競争入札参加資格を有していること。
□（２）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項に規定する者に該当しないこと。
□（３）文京区指名競争入札の参加資格を有する者に対する指名停止取扱要綱（18文総契第347号）の規定による指名停止を受けていないこと。
□（４）文京区契約における暴力団等排除措置要綱（23 文総契第306 号）第４条の入札参加除外措置を受けていないこと。
□（５）延べ面積 5,000 ㎡以上の公共複合施設の包括的な管理を含む維持管理又は運営業務実績（履行中のものを含む。単独企業で行ったもの又は複数の企業により構成されるグループの代表企業として行ったものに限る。）を有すること。業務実績は直近10年以内の契約とすること。なお、「公共複合施設」とは複数の公共サービスが提供される施設を指し、「包括的な管理」とは複数のサービスや施設をまとめて管理し、横断的な調整・統括を行うことを指します。

３　参加制限
　　該当する場合は、□にチェックすること。
□　次の（１）から（９）のいずれにも該当しないこと。
	（１）国税又は地方税を滞納している者
（２）破産者で復権を得ないものが役員である者
（３）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第２項の規定により、区において一般競争入札の参加を制限されている者
（４）文京区公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例（平成17年6月文京区条例第25号。以下「手続条例」という。）第12条第１項の規定により指定の取消しを命じられた者で、当該処分を受けてから２年を経過しない者
（５）手続条例第６条の欠格事由に該当する者
（６）会社更生法（平成14年法律第154号）、民事再生法（平成11年法律第225号）による更生・再生手続中である者
（７）文京区指定管理者の指定等に係る暴力団排除措置要綱（23文企企第328号）第３条各号の排除措置要件に該当する者
（８）政治団体及び宗教団体である者
（９）特定の公職者（候補者を含む。）又は政党を推薦、支持、反対することを目的とした事業者



４　提出書類　
　　提出する書類の□にチェックすること。
□（１）参加申込書（本書）
□（２）共同企業体協定書（様式第４号）　※共同企業体の場合
□（３）委任状（様式第５号）　※共同企業体の場合
□（４）維持管理又は運営業務の実績（様式第６号）
□（５）商業・法人登記事項証明書
□（６）印鑑証明書
□（７）国税の未納の税額がないことの証明書
□（８）都道府県税の未納の税額がないことの証明書
□（９）市町村税の未納の税額がないことの証明書
□（10）会計法上の決算報告書（直近３か年分）


５　担当者及び連絡先
	担当部署
	
	担当者名
	

	電話番号
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	メールアドレス
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